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                     松本市こども部こども福祉課長  

 

児童発達支援ガイドライン及び放課後等デイサービスガイドライン 

に基づいた自己評価結果等の公表について（通知） 

 

 標記の件について、指定児童発達支援、共生型児童発達支援又は基準該当児童発達支援

（以下「指定児童発達支援等」という。）又は指定放課後等デイサービス、共生型放課後等

デイサービス又は基準該当放課後等デイサービス（以下「指定放課後等デイサービス等」

という。）を実施する事業所は、厚生労働省から発出されている児童発達支援ガイドライン

又は放課後等デイサービスガイドラインに沿った評価項目について、自己評価及び質の改

善（以下、自己評価結果等といいます。）を行い、おおむね１年に１回以上結果を公表する

ことが義務付けられています。（松本市指定通所支援の事業等の人員、設備及び運営の基準

等を定める条例（令和２年条例第８０号）に基づきます。） 

 また、自己評価結果等の公表及びその届出を行っていない事業所には、児童福祉法に基

づく指定通所支援及び基準該当通所支援に関する費用の額の算定に関する基準（平成２４

年厚生労働省告示第１２２号）に基づき、平成３１年４月１日から自己評価結果等未公表

減算が適用されます。 

つきましては、平成３１年４月１日以降において自己評価結果等の公表を実施していな

い事業所については、下記にご留意いただき、適切に実施していただくようお願いします。 

 

記 

 

１ 評価にあたっての留意事項 

⑴ 評価を行うにあたっては、児童発達支援ガイドライン（平成２９年７月２４日障発

０７２４第１号厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部長通知）及び放課後等デイサ



ービスガイドライン（平成２７年４月１日障発０４０１第２号厚生労働省社会・援護

局障害保健福祉部長通知）を精読し、国ガイドライン別添の「事業所職員向け自己評

価表」「保護者向け評価表」等を活用してください。 

   なお、ガイドラインについては市ホームページにおいても掲載があります。 

トップページ → 健康・福祉 → 障害者 → 事業者の皆様へ → 自己評価結果等

の公表にかかる届出 

⑵ 事業所の実情に合わせて評価表を加除修正する場合は、国ガイドラインの内容に沿

ったものとしてください。 

⑶ 評価結果及び改善内容は、各年度の末日までにインターネットの利用その他の方法

により公表をしたうえで、その公表方法及び公表内容を市に届け出ていただきます。 

自己評価結果等の公表に係る市への届出については、別途通知します。 

⑷ 公表にあたりインターネットの利用が困難な事業所については、自己評価結果及び

改善内容を会報等へ掲載したうえで、それらを台帳として事業所に備え、利用希望者

等から請求があった場合には直ちに提示できる状態にしておくこと等の措置をとって

ください。 

 

２ 新規指定を受けた事業所について 

  新規指定の日を含む年度の５月１日以降に新規指定を受けた事業所（該当年度の年５

月１日に指定を受けた事業所を含む。）で、該当年度の末日までに自己評価結果等の公表

を行うことが困難な事業所については、新規指定の日からおおむね１年以内に自己評価

結果等の公表を行ってください。 

  （例 新規指定の日が令和３年５月１日である事業所が、令和４年３月３１日までに

自己評価結果等の公表を行うことが困難な場合は、令和３年５月１日から、お

おむね１年以内に自己評価結果等の公表を行う必要があります。） 

 

３ 自己評価結果等未公表減算について 

⑴ 適用開始時期 

   平成３１年４月１日 

⑵ 対象となる支援 

  指定児童発達支援等 

指定放課後等デイサービス等 

⑶ 算定される単位数 

   所定単位数（基本報酬の単位数）の１００分の８５ 

⑷ 当該減算については、自己評価結果等の公表が適切に行われていない場合に減算を

するものですが、これは事業所が自ら評価を行うとともに、障害児及びその保護者に

よる評価を受け、その結果を事業運営に反映させて、常に質の改善を図るためのもの



ですので、事業所は松本市指定通所支援の事業等の人員、設備及び運営の基準等を定

める条例の規定を遵守してください。 

⑸ 公表方法については、インターネットの利用その他の方法により広く公表するもの

であり、その公表方法及び公表内容を中核市に届け出ることとされています。（市への

届出については別途通知します。） 

⑹ 当該減算については、自己評価結果等の公表が中核市に届出がされていない場合に

減算することとなります。届出がされていない月から当該状態が解消されるに至った

月まで、障害児全員について減算されます。 

 ⑺ 参考として、市条例、厚生労働省告示・通知の抜粋を添付いたしますので、確認し

てください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

こども部 こども福祉課 相談支援担当 

（課長）二木 玲子  （担当）仲林 啓 

電話 ３３－４７６７（直通） 

FAX ３６－９１１９ 

ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ kodomo-f@city.matsumoto.lg.jp 



参考１ 

松本市指定通所支援の事業等の人員、設備及び運営の基準等を定める条例 

（令和２年条例第８０号） 

 

  （取扱方針） 

第２７条 指定児童発達支援は、次条第１項に規定する児童発達支援計画に基づ

き、障害児の心身の状況等に応じて適切に行われるとともに、指定児童発達支援

の提供が漫然かつ画一的なものとならないよう配慮して行われなければならな

い。 

２ 指定児童発達支援事業所の人員は、指定児童発達支援の提供に当たっては、懇

切丁寧に行うことを旨とし、障害児及びその通所給付決定保護者に対し、支援上

必要な事項について、理解しやすいように説明しなければならない。 

３ 指定児童発達支援事業者は、その提供する指定児童発達支援の質の評価を行う

とともに、常にその提供する指定児童発達支援の質の改善を図らなければならな

い。 

４ 指定児童発達支援事業者は、前項の規定によりその提供する指定児童発達支援

の質の評価及び改善を行うに当たっては、次に掲げる事項について、自ら評価を

行うとともに、当該指定児童発達支援事業者を利用する障害児の保護者による評

価を受けて、その改善を図らなければならない。 

⑴ 当該指定児童発達支援事業者を利用する障害児及びその保護者の意向、障害

児の適性、障害の特性その他の事情を踏まえた支援を提供するための体制の整

備の状況 

⑵ 人員の勤務の体制及び資質の向上のための取組の状況 

⑶ 指定児童発達支援の事業の用に供する設備及び備品等の状況 

⑷ 関係機関及び地域との連携、交流等の取組の状況 

⑸ 当該指定児童発達支援事業者を利用する障害児及びその保護者に対する必

要な情報の提供、助言その他の援助の実施状況 

⑹ 緊急時等における対応方法及び非常災害対策 

⑺ 指定児童発達支援の提供に係る業務の改善を図るための措置の実施状況 

５ 指定児童発達支援事業者は、おおむね１年に１回以上、前項の評価及び改善の

内容をインターネットの利用その他の方法により公表しなければならない。 

※ 共生型児童発達支援は第５９条において、基準該当児童発達支援は第６３条にお 

いて、指定放課後等デイサービスは第８２条において、共生型放課後等デイサービ

スは第８３条において、基準該当放課後等デイサービスは第８７条において、それ

ぞれ第２７条を準用します。 



参考２ 

 

児童福祉法に基づく指定通所支援及び基準該当通所支援に要する費用の額の算定に関する

基準（平成２４年厚生労働省告示第１２２号） 

 

第１の１の注３の（３）指定児童発達支援、共生型児童発達支援又は基準該当児童発達支

援（以下「指定児童発達支援等」という。）の提供に当たって、指定通所基準第 26 条第

５項（指定通所基準第５４条の５及び第５４条の９において準用する場合を含む。）に規

定する基準に適合しているものとして都道府県知事又は市町村長に届け出ていない場合 

１００分の８５ 

第３の１の注５の（３）指定放課後等デイサービス、共生型放課後等デイサービス又は基

準該当放課後等デイサービス（以下「指定放課後等デイサービス等」という。）の提供に

当たって、指定通所基準第７１条、第７１条の２又は第７１条の６において準用する指

定通所基準第２６条第５項に規定する基準に適合しているものとして都道府県知事又は

市町村長に届け出ていない場合 １００分の８５ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



参考３ 

 

児童福祉法に基づく指定通所支援及び基準該当通所支援に要する費用の額の算定に関する

基準等の制定に伴う実施上の留意事項について（平成２４年３月３０日障発０３３０第１

６号厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部長通知） 

 

第二の１（８）質の評価及び改善の内容を公表していない場合の所定単位数の算定につい

て 

① 対象となる支援 

児童発達支援、放課後等デイサービス、共生型障害児通所支援、基準該当通所支援 

② 算定される単位数 

所定単位数の１００分の８５とする。なお、当該所定単位数は、各種加算（児童指導員

等配置加算（有資格者を配置した場合）を除く。）がなされる前の単位数とし、各種加算

を含めた単位数の合計数の１００分の８５となるものではないことに留意すること。 

③ 質の評価及び改善の内容（以下「自己評価結果等」という。）未公表減算については、

指定通所基準等の規定に基づき、自己評価結果等の公表が適切に行われていない場合に、

通所報酬告示の規定に基づき、障害児通所給付費等を減算することとしているところで

あるが、これは事業所が自ら評価を行うとともに、障害児及びその保護者による評価を

受け、その結果を事業運営に反映させて、常に質の改善を図るためのものであり、事業

所は指定通所基準の規定を遵守しなければならないものとする。 

④ 公表方法については、インターネットの利用その他の方法により広く公表するもので

あることとし、その公表方法及び公表内容を都道府県に届け出ることとする。 

⑤ 当該減算については、自己評価結果等の公表が都道府県に届出がされていない場合に

減算することとなる。具体的には、届出がされていない月から当該状態が解消されるに

至った月まで、障害児全員について減算するものであること。 

⑥ 都道府県知事は、当該規定を遵守するよう、指導すること。当該指導に従わない場合 

には、特別な事情がある場合を除き、指定の取消しを検討するものとする。 

 

 


